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我が国の国土構造は，首都圏をはじめとする大都市圏に，極度に集中した不均衡なものになっている．

国が災害等で致命的な被害を受けるのを避けるためには，地域ごとに交通インフラを整備し，交流圏を形

成させ，国土の多軸化，分散化を目指すべきである．特に東京への一極集中を是正するためには，大阪を

中心とする西日本でのバックアップ体制強化が必要だと考えられる． 

そこで，本研究では西日本でのインフラ整備を想定し，シミュレーションを行った．その際， GDPや人

口，地方税収といった様々な指標を用い，西日本全体に及ぼす影響を，推定することとした．結果，これ

まで想定されていた以上に，大きな効果をもたらし得ることが示唆された． 
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1.  研究の背景と目的 

 

わが国では，大地震や台風，大雨等の自然災害にしば

しば見舞われてきた．とりわけ，2011年 3月に発生した

東日本大震災では巨大な揺れと津波が東北沿岸地域を中

心に襲い，被害が広範囲に及び，改めて災害への備えの

重要性が認識されてきている．歴史的に見ると過去の巨

大災害の例から東日本側での大震災と，首都直下型地震，

並びに南海トラフ付近での地震は連動して起きてきたと

指摘されており 1），そのような歴史的事実から，将来

首都並びに西日本で巨大地震の発生リスクを懸念する声

もある． 

現在の日本の国土構造を見ると，経済機能並びに人口

のおよそ７割が三大都市圏に，そのおよそ半分が首都圏

に集中しており，大都市に極度に集中した不均衡な状態

であると言えよう．このような不均衡な国土の状態で前

述のような巨大災害が襲ってきたならば，その被害は極

めて甚大なものとなることが指摘されている 2)． 

日本全体のあるべき姿を考えると，国民の生活や企業

活動等の経済機能に対し災害時の被害の最小化を図るに

は，その機能を全国各都市に分散化させ，首都圏への過

度な集中を是正し，国土の均衡ある発展を目指すべきで

あろう．また，首都機能に関しては防災対策と同時に，

災害が発生した際のバックアップ体制を整えておくこと

が重要である．そのような国土構造を形成するためには

新幹線，高速道路を中心とした，高速交通網をはじめと

するインフラ整備がきわめて重要な役割を果たす 3)．現

に国土構造を太平洋ベルト周辺域への一極集中から地域

ごとに交通インフラを整備し，そこに交流圏を形成させ，

国土の多軸化，分散化を目指すべきとの提案もなされ続

けてきた 4),5)． 

 例えば，1995 年１月に発生した阪神淡路大震災では

被災地の地場産業は操業停止になり，近隣諸国での生産

にマーケットを奪われた．また，神戸港の被災により国

際運輸の長期幹線航路が釜山港等に移転し，神戸港が国

際港湾としての地位を失った 6)．この例では，個々の企

業が迫りくる危機に対する備えが十分取られていなかっ

たため，個別の企業にとって，さらには日本国内全体に
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とって深刻な影響を与えてしまったと言える．これらを

踏まえると，首都圏に集中している企業，個々人に対し

て，強制的に他地域への移転や機能分散化を求めること

は容易ではないが，巨大災害のリスクが迫っている中，

他の地域とを結ぶアクセス性が高く強靱な交通インフラ

が適切な水準まで整備されるならば，個々の企業が直面

する災害による事業継続リスクをできるだけ緩和するた

め，様々な場所へ分散すると判断し，自発的に拠点の分

散化を企業が図る可能性は十分に考えられる． 

 経済や人口が高度に集積する首都圏の機能を補完する

双眼構造の担い手としては，西日本で人口および経済機

能が最大である，大阪を中心とした京阪神エリアが第一

に挙げられる．しかしながら，大阪を中心とした都市圏

に関しても，都市間，都市内のインフラ整備水準が十分

な水準であるとは言い難く，前述したように，南海地震

等の巨大災害の発生も懸念されている．現在のインフラ

整備水準では，仮に首都圏が首都直下地震等の大災害に

より機能不全に陥った際，首都圏のバックアップとして

十分に機能するとは言い難く，結果として日本全体に致

命的な被害を与えることも危惧される． 

このような観点から，災害に強い国土構造を実現する

ためのインフラ整備は我が国が直面するリスクを考える

と必要不可欠であるが，一方でもたらされる効果に対す

る議論は不十分である．近年，政府による公共事業関係

費は減少の一途をたどっており 7)，ピーク時の半分程度

の水準に陥っている．その背景としては，公共事業に対

する効果の疑問などによる批判的な世論が考えられる 8)．

加えて，公共事業の着手判断には費用対効果（B/C）が

用いられ，事業の費用（Cost）より便益（Benefit）が上

回るかどうかで実施されるか否かが決定されている．し

かしながら，現在の費用対効果の測定方法はもたらされ

る便益のうち，所要時間短縮効果，事故減少効果，環境

改善効果といった限られた便益しか反映されていない．

高速交通網が整備されれば，新たな企業，人口の集積や，

生産性の向上といった効果がもたらされるが，インフラ

の必要性の判断の際に，これらの効果が総合的に考慮さ

れているとは言い難く，またこのような現状が，真に必

要なインフラ整備の妨げになっていると言っても過言で

はないであろう． 

そこで，本研究では将来発生が予想される首都直下型

地震や，西日本側での大地震等の巨大災害に備えるため，

西日本の強靱性の向上と共に，東京地域における極端な

一極集中の是正，そして，大阪地域を中心とした全体で

の首都機能のバックアップ体制の構築，日本全国の国土

構造の強靱性の確保を企図した分散型国土の形成を企図

した，西日本を中心とした新幹線，高速道路を軸とした

高速交通インフラの整備を想定した．その効果を，GRP

（すなわち，当該地域のいわゆるGDP）や居住人口とい

った様々な指標を用いて多面的かつ定量的に予測し，当

該インフラ整備の重要性を評価することを目的とする．

なお，本研究で定義する「西日本地域」とは，三重，滋

賀，福井，石川，富山県を含む，それ以西の府県として

いる． 

 

2. 既往研究と本研究の位置づけ 

 

国土構造を形成する高速交通インフラの整備にあたっ

ては，現在では一般的に費用対効果（B/C）分析が用い

られている．これは，投資による効果(B)が投資費用(C)

を上回るかを判断する指標となっており，例えば道路事

業では時間短縮便益，経費減少便益，事故減少便益の３

便益を便益として計上し，建設費や維持管理費等の費用

を除して費用対効果が算定され，事業実施の大きな判断

材料となっている．しかしながら，本来インフラ整備に

よりもたらされる効果は前述の３便益以外にも多様な便

益が生じるものであり，インフラ整備によりもたらされ

る便益が総合的に評価されているとは言い難い 9）． 

このようにインフラ整備の効果計測に関しては，現在

適用されている手法においても上述のような問題を抱え

ていることから推測されるように，これまで様々な議論

が展開されて，そして新しい手法（評価指標）を加えて

インフラ整備効果を算出している研究や試みは以前から

行われてきた． 

中川ら（1993）は，鉄道（在来線）や高速道路の整備

の有無により，市町村内で生ずる長期的な人口増加率の

変化を明らかにした 10）．この研究では，鉄道が整備さ

れた市町村の人口増加率が明らかに高いことや，1960

年代以降は高速道路の整備に関しても同様の傾向がある

ことを指摘している．さらに，整備前まで人口規模が小

さく，集積の乏しい地域であったとしても，整備による

効果は同様に見られるとしている． 

加藤ら（2000）は，新規鉄軌道整備による，二酸化炭

素排出量変化を評価に加えている 11）．これは，地下鉄

や路面電車を整備した際の CO2 削減量を算出したもの

である．他の交通機関からの利用者の転換率や，整備地

域の人口密度を考慮に入れ，一定の条件が満たされる場

合，新線の整備により CO2 削減の効果があることを示

した． 

 亀山（1988）は長野県内の高速道路整備による，イン

ターチェンジ周辺の土地利用の変化について，アンケー

ト調査を行った 12）．これによると調査範囲である，開

設されたインターチェンジから周辺 1km 以内において

は，それまでの都市開発の変遷に影響を受けるものの，

工業団地の立地や地価の上昇には効果があると指摘して
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いる． 

中里（2003）は道路建設への投資を対象とし，経済成

長との関係を指摘した 13）．1960 年代～70 年代に所得水

準の低い地域に高速道路を整備することで，市場規模の

拡大を促し，地域経済が成長することを明らかにした． 

近年では，佐藤ら（2012）は高速道路整備の地域産業

への影響を調査し，高速道路のインターチェンジまでの

所要時間が短くなるほど農業出荷額は伸び，製造品の出

荷額に関しては，インターチェンジの開設により増進さ

れることを示した 14）．さらに，藤井（2012）はデフレ

ーション下において公共事業を実施することにより，名

目 GDP や税収，平均給与の増加，失業率の減少等，さ

まざまな指標において効果があることを述べている 15）． 

また，小池ら(2002)は都市圏での公共投資政策を評価

できるモデルの構造を示した 16)．この研究では，総合的

な効果を把握できる点において大きな特徴を有するが，

均衡を前提とした分析の枠組みとなっており，市場にお

ける需要と供給のインバランスの存在の影響，ならび

に，それを解消することによる経済成長効果など，例

えば今日の「アベノミクスによるデフレ脱却政策」に

おいて期待されている経済浮揚効果については，的確

な評価が困難であるという課題を有している．本研究

ではこの課題点を見据えつつ，需要と供給のインバラ

ンスの影響を考慮可能なマクロシミュレーションモデ

ルを援用し，投資効果を的確に把握できる枠組みを構

築し，それを援用することとする． 

上記のようにインフラ整備を様々な視点から評価を

試みた既存研究は多数存在するが，特定のインフラ，

路線を整備した場合の効果や，人口や農業，工業等，特

定の指標，産業の効果について示すに留まっている．等

の課題点が挙げられる．本研究では新幹線や高速道路等

の高速交通インフラの整備効果を多様な視点で，生活圏

単位17)で評価を行う点が新たな試みである． 

 

3. 西日本における国土強靱化インフラ整備のシナリオ 

 

今回本研究で扱う整備対象の高速交通インフラとして，

高速道路網，高速鉄道網，都市内交通網の整備を想定す

る．まず，高速道路ネットワークについては各主要都市

間の物流網や，災害時リダンダンシーの確保の点等から，

昭和 62 年に計画された全長約 14000km の高規格幹線道

路網を基に 18），さらに四国南西部，京都府北部等，既

存の高規格幹線道路網の整備計画では連絡されていない

区間を結ぶ地域高規格道路の整備を想定する．(図 1 参

照)併せて，都市高速道路(阪神，広島，福岡等)の計画路

線の整備を想定する． 

図-1 整備を想定する高速道路網(都市高速道路を除く) 

 

東海道新幹線 東京～新大阪
山陽新幹線 新大阪～博多
九州新幹線 博多～鹿児島中央
長崎新幹線 新鳥栖～佐賀～長崎
北陸新幹線 東京～長野～京都
中央リニア新幹線 東京～名古屋～京都～大阪
山陰新幹線 鳥取～松江～出雲
四国新幹線 大阪～徳島～高松～松山
中国横断新幹線 岡山～米子

 

図-2 整備を想定する高速鉄道網 
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次に高速鉄道網であるが，現在西日本では東海道・山

陽・九州新幹線により拠点都市が結ばれているが，四

国・山陰・九州の東側の拠点都市とは接続されていない．

加えて東西を結ぶ新幹線はこの１本のみであり，災害時

に寸断された際に代替する高速鉄道網が存在しないなど，

ネットワークの冗長性の面でも課題がある． 

従って，本研究ではリスク時の対応の観点から，拠点

都市を強化する観点では，山陰，四国，北陸の拠点都市

と高速鉄道で接続し，さらにリニア新幹線等を整備対象

とし，大阪を中心として，隣接する地域間の結びつきを

強化するようルートを設定する(図 2 参照)．本ルートは

全国新幹線鉄道整備法で挙げられた路線を参考に設定し

た．なお，高速鉄道の運賃や所要時間，平均速度等のサ

ービス水準は，新幹線であれば東海道新幹線と同様の水

準とした．また，運行頻度・輸送力は現状と同水準とし

た．また停車駅は現在すでに建設中で駅の設置場所が決

まっている北陸新幹線(長野～金沢)などについてはそれ

に準ずることとし，それ以外の路線は生活圏中心都市に

ある中心駅に設置されるものとした． 

最後に都市内交通の整備対象路線について述べる．都 

市間の高速交通網が機能するには，それらと都心部や周

辺地域を結ぶ都市圏内の交通網の整備もきわめて重要で

ある．そのような観点から，「近畿圏における望ましい

交通のあり方について（近畿地方交通審議会）19)を参考

に，地下鉄，LRT の新設や，在来線の複線化といった

鉄道路線の改良を整備対象とする．あわせて，物流や都

市間・国際交通の強化も重要であり，関西国際空港の C

滑走路建設や敦賀港の拡張も整備対象インフラに含める．

(表 1参照) 

上記で述べた都市間，都市内インフラを本研究では整

備対象とするが，その整備費用はそれぞれの路線の整備

水準，整備距離等より計上し，これらの整備費用の合計

は，高速道路網整備費が 9.6兆円，新幹線(リニア中央新

幹線を除く)が 9.7兆円，リニア中央新幹線が 8.6兆円，

都市内交通が 1.5兆円，合計約 30兆円とした． 

それぞれ整備対象とするインフラは将来起こりうる巨大

災害への備えを早急に進める必要性から，今後10年間

(2013年～2022年)で整備を完了する工程で整備を行うこ

ととし，合計約30兆円の公共投資を10年間均等に，毎年

3兆円を投資することとする．なお，整備完了期間を10

年としたことについては，高速道路については着手から

完成まで概ね6年，測量，用地取得を含めて概ね10年程

度が目安とされていること，新幹線については，東海道

新幹線が着工からわずか5年で開業に至っており，測

量・用地取得に要する期間がは高速道路と同様と想定す

ると，10年間での整備は可能であると考えられる(20．ま

た都市内交通においても，例えば，JR奈良線の複線化を

挙げると，事業期間が実際に10年間と設定・されている

点から，10年間での整備は妥当と考えられる(21．高速道

路の事業費は，事業化路線については当該区間のの事業

費を用いたが，事業費が明らかとなっていない計画路線

については，接続・隣接する道路の距離当たり事業費か

ら設定した．新幹線の事業費は，北陸新幹線の整備費用

を参考に，1kmあたり80億円とし算定した．また，巨大

災害への備えとして，建物の耐震化や東海・東南海・南

海地震における津波対策の堤防強化等を想定しているが，

これらは日本全体の総額で50兆円程度と言われており1)，

これを基に今回想定する西日本内においては，その半分

の25兆円程度の投資額が必要になると想定した．結果，

投資額は総計56兆円となり，1年あたり5.6兆円を追加投

資した際の効果を推定することとした．ただし，これら

は本研究内では投資額として後に述べるマクロ経済モデ

表-1 整備を想定するインフラ一覧 

路線名 区間 
整備 

形態 

距離

(km) 

総工費

(億円) 

JR奈良線 JR藤森～宇治 複線化 10 300 

JR奈良線  新田～木津 複線化 17 510 

JR学研都市線 
松井山手～ 

木津 
複線化 28 840 

JR関西本線 木津～加茂 複線化 6 180 

JR草津線 草津～柘植 複線化 37 1110 

JR山陰本線 園部～綾部 複線化 42 1260 

地下鉄東西線 天神川～洛西 地下鉄 8 1200 

地下鉄烏丸線 竹田～横大路 地下鉄 4 600 

北大阪急行 
千里中央～ 

新箕面 
新線 3 210 

大阪国際空港 

広域レール 

アクセス 

JR伊丹～ 

大阪国際空港 
新線 4 280 

京阪奈新線 
登美ヶ丘～ 

新祝園 
新線 6 420 

京阪奈新線  
登美ヶ丘～ 

高の原 
新線 4 280 

大阪モノレール 
門真市～ 

瓜生堂 

モノレ

ール 
9 900 

なにわ筋線 
新大阪～ 

JR難波･汐見橋 
地下鉄 10 1500 

大阪市市営 

地下鉄 3号線 
西梅田～十三 地下鉄 3 450 

中之島新線 
玉江橋～ 

新桜島 
新線 7 490 

大阪市市営 

地下鉄 8号線 

今里～ 

湯里六丁目 
地下鉄 7 1050 

大阪市市営 

地下鉄 7号線 
大正～鶴町 地下鉄 6 900 

堺市東西鉄軌道 堺 2区～堺市 新線 8 560 

関西国際空港 

C滑走路 
―  新設 ―  1000 

敦賀港拡張 ―  拡張 ―  350 

計 ―  ―  219 14390 

４ 

I_60



 

5 

 

ルに使用する以外，災害時の被害軽減等の効果は評価し

ないこととする． 

 

4.  インフラ整備効果の評価手法の構築と推定結果 

 

4.1 モデル構造の概況 

前述の高速交通インフラを始めとする社会資本整備によ

り，都市間の所要時間が短縮し，企業活動が活発化し，

経済が活性化する効果が期待される．加えて公共投資に

より，需要が押し上げられることが期待される．そして

それらの効果は，インフラ整備がなされた地域を中心に，

様々な地域へ波及する．そして，地域の経済が活性化す

ることにより雇用が増大し，また税収も増加する．さら

に他地域からのアクセス性が高まることにより交流人口

が増大し，観光産業の活性化も期待される．本研究では

このような経済効果を計測することのできるモデルを構

築し，前述の高速交通インフラ等の整備効果を評価する．

モデル構造の概要を図 3に示す．強靱化投資により，西

日本全体のマクロ経済効果を推定した上で，生活県単位

での GRP，労働人口，税収，観光消費額，地価を下位

モデルで推計する構造となっている． 

 

4.2 構成する各モデルの概要 

 

(1)マクロ経済効果推計モデルの概要 

まず，交通インフラ等の整備による，西日本地域全体

に及ぼすマクロ経済効果を求めるモデルを構築する．こ

のモデルでは樋野ら(2012)が提案する，公共投資のマク

ロ経済効果シュミレーションモデルを拡張して用いる

（モデル概形図4参照）． 

 

①マクロ経済効果推計モデル

公共投資

強靱化投資

アクセシビリティ

②生活圏GRP
推計モデル

労働人口

全体GRP

全体GRP

生活圏GRP

③生活圏労働人口推計モデル

労働人口
生活圏
労働人口

③生活圏税収推計モデル

生活圏
税収

生活圏
GRP

④生活圏観光消費額
推計モデル

生活圏
観光
消費額

生活圏
GRP

⑤地価変動推計モデル

生活圏
中心都市
地価

生活圏
GRP

 

図-3 インフラ整備効果の評価手法 

 
図-4 マクロ経済効果推計モデルの概略 
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このモデルは，生活圏域間の連結性を表現するアクセ

シビリティの向上や公共投資額の変化に応じた実質

GDP や労働人口等の変化を推計することができること

に加え，インフレ・デフレ状況下で公共投資の乗数効果

が異なることを考慮した変数を内在化させている点に特

徴がある 22)． 

モデルの全体の枠組みは，最近のマクロ計量モデルを

参考に金利・物価の影響を考慮し，道路投資のフロー効

果・ストック効果を算出するモデルとなっている．この

モデルの体系は，実質 GDP（需要）が需要項目別に推

計され，潜在（供給）GDP は，投資から推計された民

間資本ストック，分配サイド（雇用者報酬）から推計さ

れた労働人口から稼働率や失業率を考慮し，潜在（供

給）GDPが推計される．得られた実質 GDPと潜在 GDP

の比較によりインフレギャップ及びデフレギャップが算

定され，このギャップ変数に基づき，金利や需要項目別

のデフレータ等の物価変数が推計される．物価変数によ

り GDPデフレータが算定され，名目 GDPが求まり，雇

用者報酬などの所得分配が決定される．所得が民間最終

消費支出等の実質 GDP にフィードバックしてモデルが

閉じる．また一方，推定された金利より為替レートが算

定され，アメリカの GDP とあわせて輸出入額が求まり，

これらより実質GDPが推定される構造となっている． 

この樋野ら(2012)のモデルでは，アクセシビリティの

向上を道路整備のみを対象として評価する構造であり，

樋野らのモデルで表現されるアクセシビリティは，道路

利用時の一般化費用のみを交通インフラの整備効果とし

て考慮している．なお，本研究では道路整備に加えて，

鉄道網の整備を想定していることから，式(1)，(2)に示

すように，道路(自動車使用)，鉄道，航空路線併用の各

パターンで各生活圏間の所要時間並びに一般化費用を算

出した上で，分担率を乗じたものの総和を取り，各生活

圏並びに日本全体におけるアクセシビリティを算出した． 

 

 






j k

km

ij

k

ijj

j

j

m

i
GCMSPOP

POP

Acc
,

 
(1) 

m

iAcc  ：生活圏 iの旅客アクセシビリティ 

(m：旅客を表す接尾辞) 
k

ijMS  ：生活圏 i-j間における交通手段 kの分担率 
km

ijGC ,  ：生活圏 i-j間における交通手段 kの一般化費用 

jPOP  ：生活圏 jの人口 

 



 



i

i

m

i

i

i
m

POP

ACCPOP

Acc
 

(2) 

mAcc  ：全国のアクセシビリティ 
m

iAcc  ：生活圏 iの旅客アクセシビリティ 

各生活圏間の自動車，鉄道，航空を使用した際の一般

化費用にそれぞれの機関の分担率を乗じ，その総和を使

用しアクセシビリティを求めた．なお，分担率は，第 4

回(2005 年)全国幹線旅客純流動調査より 207 生活圏間の

自動車，鉄道，航空の分担率を算定した．また，所要時

間並びに一般化費用は，国土交通省の「NITAS（総合交

通分析システム）」を用い，算出した （代表的な生活

圏間の一般化費用を表 2 に掲載)．前述の条件により，

国内の実質GDP及び労働人口を推定した結果を図 5,6に

示す． 

 

(2)生活圏 GRP推計モデル 

次に，マクロ経済効果モデルで得られた西日本全体の

GRP について，各生活圏への帰着量をモデルで推計す

る．推計にあたっては，第 1,2次，第 3次産業のGRPを

それぞれ求め．その合計値で生活圏のGRPを求めた． 

まず，第 1,2 次産業の推定であるが，当該産業はの作

物あるいは工業製品の出荷額に大きく影響受けると考え

られる．よって，物流輸送網の充実度を表す自動車利用

時の道路ACCを説明変数として用いた．また，第 1,2次

産業の発達には，広い用地が必要とされるため，それぞ

れの地域の可住地面積を，さらに，三大都市圏では他の

地域と比較して，高度に産業が集積していることから，

「三大都市圏ダミー」を説明変数として加えた．なお，

三大都市圏とは東京都，神奈川、埼玉，千葉各県，これ

に愛知県，大阪府，京都府，兵庫県内にある生活圏を指

す． 

 

表-2 生活圏間の移動時間，費用算出結果(一例) 

 

対象発

着地点 
手段 道路 鉄道 航空 

東

京 

大

阪 

分担率(％) 1.9 76.3 21.7 

2012年一般化費用(円) 19311 14063 15091 

2022年一般化費用(円) 18345 7971 6162 

大

阪 

新

潟 

分担率(％) 38 14.2 47.6 

2012年一般化費用(円) 27664 22344 15374 

2022年一般化費用(円) 26280 16961 15374 

大

阪 

長

野 

分担率(％) 64.9 28.8 6.1 

2012年一般化費用(円) 21565 16488 19046 

2022年一般化費用(円) 20486 12230 12237 

大

阪 

出

雲 

分担率(％) 17.1 48.5 34.2 

2012年一般化費用(円) 10998 17494 14997 

2022年一般化費用(円) 10448 10751 10032 

大

阪 

松

山 

分担率(％) 7.9 8.9 83.1 

2012年一般化費用(円) 17426 15660 12327 

2022年一般化費用(円) 16554 11224 10728 

6 
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第 3次産業については観光消費，サービス等，人の流

動のしやすさが，産業の集積に大きく影響を与えている

ことが考えられるため，道路 ACC に加え，新幹線，飛

行機等の公共交通を利用した際の高速公共交通 ACC を

説明変数とした．加えて，サービス業の立地において，

各都道府県内の政令指定都市(東京都は 23区)や，首都圏

一体に集積する傾向があるため，政令指定都市ダミー，

南関東地域ダミーを説明変数として加えた． 

ここで用いた GRP は，小池ら（2013）を参考に，県

民経済計算の経済活動別総生産を使用し，207 生活圏単

位で総生産額が整理されたデータを用い，生活圏ごとの

産業別 GRP より推定を行った．モデル推定結果を表 3，

4に示す．モデルの適合度を見ると，R2値も第 1,2次産

業 GRP 推計モデルが 0.644，第 3 次産業モデルが 0.914

と，妥当な値が得られている．また，t 値についてみる

と，推定で得られたパラメータはいずれも有意であり，

また説明変数の符号を見ると，アクセシビリティが向上

すれば GRP も高まるという，論理的に整合する結果と

なり，推定で得られたモデルは十分な説明力を有し，妥

当であると言える． 

 

(3)生活圏労働人口推計モデル 

生活圏の労働人口は，GRP と同様に各生活圏の労働

人口ポテンシャルを目的変数とし，GDP(GRP)と現在の

居住人口を説明変数に用いた重回帰モデルを構築し，高

速交通インフラ整備後の西日本地域全体の労働人口に対

し，当該生活圏の労働人口ポテンシャルのシェアを乗じ

て求めた．ここで用いた居住人口は平成 22 年国勢調査

の常住値人口を用いている．労働人口には生活圏の人口

規模と景気状況により左右されると考えられることから，

生活圏 GRP および生活圏居住人口を説明変数として加

えた．推定結果を表 5に示す．モデルの適合度を見ると， 

 

6000

6500

7000

2005 2010 2015 2020 2025

労
働
人
口
推
計
結
果(

万
人)

(年)

図-5 労働人口推計結果 

R2値が 0.959と高く，説明変数の t値も有意であり，ま

た説明変数の符号を見ると，生活圏の GRP や居住人口

が増加すれば労働人口も増加するという，論理的に整合

する結果となり，推定で得られたモデルは十分な説明力

を有し，妥当であると言える． 

 

500

550

600

650

2005 2010 2015 2020 2025

実
質
G

D

P

推
計
結
果(
兆
円)

(年)

 

図-6  実質 GDP推計結果 

 

※目的変数（GRP）の単位は 100万円 

 **：1%有意，*：5%有意 

 

※目的変数（労働人口）の単位は万人 

    **：1%有意，*：5%有意 

 

表-3 第 1次,2次産業 GRP推計モデルの推定結果 

説明変数 推定値 t値  

道路Acc 9.36×101 3.84 ** 

三大都市圏ダミー(1:三大都市圏) 3.30×106 10.30 ** 

可住地面積(km^2) 8.68×103 11.09 ** 

    

R
2
 =0.644   

表-4 第 3次産業 GRP推計モデルの推定結果 

説明変数 推定値 t値  

道路Acc 1.64×103 29.42 ** 

高速公共交通Acc 5.27×102 4.18 ** 

23区・政令指定都市ダミー 4.31×106 10.99 ** 

南関東ダミー(1:南関東) 9.74×105 1.99 * 

切片 5.80×105 3.65 ** 

R
2
 =0.914   

表-5 労働人口ポテンシャル推計モデルの推定結果 

説明変数 推定値 t値  

生活圏GRP(100万円)  7.15×10-2 15.9 ** 

生活圏居住人口(人)  1.90×10-2 8.64 ** 

切片 --- --- 
 

R
2
 =0.959   
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(4)生活圏地方税収入推計モデル 

次に生活圏ごとの地方税収入推計モデルについて記述す

る．当該生活圏の GRP(ただし，自然対数値)，県庁所在

地ダミー並びに道路，高速公共交通Accを説明変数とす

る回帰モデルとした．これは当該生活圏の地方税収入が

地域内の総生産の影響を強く受けると考えられる．よっ

て，各種産業の集中傾向のある県庁所在地をダミー変数

として加え，また交通網の発達した地域において産業は

集中する傾向があると考えられるため，道路網，鉄道網

の充実度を表現したAccを説明変数として加えた．なお，

ここで示す税収は生活圏の地方税収額であり，上位モデ

ルで推計される日本全体の税収とは異なるものである。

モデル推定結果を表 6に示す．モデルの適合度を見ると，

R2値が 0.900と高く，説明変数の t値も有意であり，ま

た説明変数の符号を見ると，生活圏の GRP や交通網の

発達に伴い，都市が発展すると地方税収も増加するとい

う，論理的に整合する結果となり，推定で得られたモデ

ルは十分な説明力を有し，妥当であると言える． 

 

 (5)生活圏観光消費額推計モデル 

次に，観光消費額の推定モデルについて述べる．この推

計には 2008 年の都道府県別観光入り込み客数を用いた．

都道府県ごとに日帰り，宿泊者数並びにそれぞれの 1人

あたりの単価を求め，それらより算出した都道府県ごと

の観光消費額を，生活圏ごとに観光客数の割合に応じて

按分したものを被説明変数とした．説明変数としては，

第 3次産業同様，観光振興には，交通アクセスが大きく

寄与することが考えられるため，道路，並びに公共交通

を使用した際の ACC をそれぞれ用いた．加えて，これ

も第 3次産業共通であるが，政令指定都市ダミー，さら

に，GDP 全体の増加が，観光消費を促すと考えられる

ため，生活圏ごとの GRP(自然対数値)を使用する．推定

結果を表 7 に示す．モデルの適合度を見ると，R2 値が

0.709と高く，説明変数の t値も有意であり，また説明変

数の符号を見ると，生活圏の GRP やアクセシビリティ

の向上により観光消費額も上昇するという，論理的に整

合する結果となり，推定で得られたモデルは十分な説明

力を有し，妥当であると言える． 

 

(6) 地価変動推計モデルの推定結果 

投資により生活圏の経済が活性化し，地価へも影響を

与えうることから，地価変動を推計するモデルを構築し

た．なお，ここで用いた公示地価とは生活圏内で定めた

各代表市町村(中心都市)の 2012年現在での地価公示平均

を代表地として使用した．その値の自然対数を目的変数

とし，当該地域の GRP の自然対数を非説明変数とした．

地域の人口の集積度合いや事業の集積度合いが地価へ影

響を及ぼしうると考えられることから，可住地面積を居

住人口で除した値，並びに産業の集積を表す指標として，

可住地面積を地域ごとの GRP で除したものをそれぞれ

自然対数をとったものを説明変数として用いた  ．推定

結果を表 8 に示す．モデルの適合度を見ると，R2 値が

0.915と高く，説明変数の t値も有意であり，また説明変

数の符号を見ると，集積度が高まるにつれて．，地価が

上昇するという，論理的に整合する結果となり，推定で

得られたモデルは十分な説明力を有し，妥当であると言

える． 

 

5.  インフラ整備効果のシミュレーション分析 

 

前章で述べたモデルを用い，３章で設定したシナリオ

に基づき高速交通インフラを整備した効果の推計を行っ

た．比較対象として，インフラ整備が現在実際に計画さ

れている投資ペースで進んだ場合についても同様に効果

の推計を行った． 

まず，公共投資のマクロ経済効果シュミレーションモ 

 

表-6 生活圏税収推計モデルの推定結果 

※目的変数（地方税収額）の単位は 100万円 

**：1%有意，*：5%有意 

 

※目的変数（観光客数）の単位は万人 

 **：1%有意，*：5%有意 

 

※目的変数（ln(公示地価)）の単位は円/m2 

**：1%有意，*：5%有意 

 

説明変数 推定値 t値  

23区・政令指定都市ダミー 3.16×104 11.75 ** 

道路Acc 8.62×100 22.49 ** 

高速公共交通Acc 3.54×100 3.98 ** 

Ln(GRP(百万円)) 5.41×102 6.61 ** 

R
2
 =0.900   

表-7 生活圏観光客数推計モデルの推定結果 

説明変数 推定値 t値  

生活圏GRP(100万円) 1.50×10-2 4.36 ** 

三大都市ダミー(1:三大都市) 1.54×105 4.12 ** 

県庁所在地ダミー(1:県庁所在地) 6.37×104 4.12 ** 

切片 2.98×104 4.36 ** 

R
2
 =0.709   

表-8 地価変動推計モデルの推定結果 

説明変数 推定値 t値  

Ln(可住地面積(km^2)/人口(万人)) -1.05×10-1 -3.71 ** 

Ln(可住地面積(km^2)/GRP(百万円)) -2.52×10-1 -24.40 ** 

R
2
 =0.915   
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デルによる西日本内の GRPの推定結果を示す．(図 7参

照)比較のため，インフラ整備が現状のペースで進めら

れた場合についてもあわせて推定を行った．ただし，

「現状ペース」において整備を想定している路線は，現

在事業中の路線で，開業年次が 2022 年以前となってい

るものが変更なく予定通りに供用するものとし，当該計

画に基づきサービス水準を設定した．インフラの整備ま

では時間がかかるため，投資開始当初は現状ペースの整

備時と大きくは変わらないが，高速鉄道の完成が集中す

る 2020年から 2022年ごろにかけ，現状ペースの整備時

と比べて，大きく GDP が伸びることが推定された．年

間あたりの GDPは 2022年には現状ペースで整備を進め

た際と比較して 29 兆円大きくなる結果となり，10 年間

の投資期間終了後である 2023 年以降も，現状ペースよ

りも高い GDP を維持している．2013 年以降の各年の

GDPの差を累計すると，20年後の 2032年には約 223兆

円となり，投資額の 56 兆円を大幅に上回ることが示唆

された． 

また，生活圏ごとの GRP の伸びに関しては，西日本

内の多くの生活圏で現状ペースの整備時と比較して増加

しており(図 8 参照)，特に，本研究で新たに想定した高

速鉄道網の整備が行われる四国，山陰，近畿地方等で他

地域よりも高い伸び率の差が生じることが示唆された． 

次に地方税収の変化について述べる．地方税収は

GDP の推定結果同様，インフラ整備が行われる地域を

中心に伸びが高くなることが推定された．またインフラ

整備周辺地域等，西日本全体の地域で増加することが推

定された．西日本全体での推定結果では，2022 年には

現状ペースの整備時と比較して約 0.4 兆円の増収効果が

あると推定された．また各年の増収分の総額は 2022 年

には約 0.7 兆円となった．インフラ整備の投資期間終了

後 50～60年で総額が 30兆円を超え，交通インフラの整

備投資額を上回ることが示唆された． 

地域ごとの現状整備時との比較を行うと，先ほど述べ

た GRP と同様，本研究で設定したインフラ網の整備地

域となる北陸，近畿，中四国，山陰地方等で，他地域よ

り伸びが大きくなることが推定された．(図 9,10参照) 

 

 

図-7  西日本内のGRP推定結果(兆円) 

GRP伸び率の差（インフラ強化時-現状整備時） 
 

 
図-8   生活圏ごとのインフラ整備効果 

(GDP伸び率の差：2022年時点) 
 

 
図-9 西日本内の地方税収推定結果(億円) 

地方税収伸び率の差（インフラ強化時-現状整備時） 
 

  
図-10 生活圏ごとのインフラ整備効果 

(地方税収伸び率の差：2022年時点） 
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また，他の指標ごとの推定結果についても GDP，地

方税収同様にインフラ整備地域を中心に現状整備時と比

べて大きく伸びることが推定された．それぞれの他の指

標の推定結果並びにインフラ整備集中投資時と現状ペー

ジとの比較について示す．まず労働人口の変化について

述べる(図 11，12参照)．2022年の労働人口は高齢化の進

展により全般的に減少傾向となる．インフラ整備加速時

は 2012年比で 22万人の減少，現状ペースで整備を進め

た場合は約 54万人の減少となり，西日本全体で約 32万

人インフラ追加整備時は労働人口が増加することが推定

された．とりわけ，高速鉄道,，高速道路網の整備を設

定した北陸，山陰，四国地方を中心に，労働人口は増加

した．本研究では将来人口について国立社会保障・人口

問題研究所「将来推計人口」を外生的に与えているが，

今回のインフラ整備により直接人口や人口構成比は変化

せず，労働機会の増加により失業者が減少したことなど

が原因と考えられる．また，例えば太平洋・瀬戸内沿岸

地域等，既に高速交通インフラが整備された地域では，

本研究で想定した新たに新幹線・高速道路等の高速交通

インフラ整備を行った地域と比較して労働人口の伸びが

相対的に小さくなることが示唆された．同様に，インフ

ラ整備を想定しなかった東日本地域より，西日本地域へ

の労働人口の流入，また GRP，地方税収の伸び率鈍化

が推定された． 

次に観光消費額の推定結果を述べる(図 13,14 参照)．

インフラを追加整備した際と，現状整備時とを比較する

と，西日本全体で 2013年から 2022年までの 10年間では

約 900億円，2032年までの 20年間では約 4600億円の増

加と推定された．地域別にみると，高速交通網の発達す

る山陰，四国，北陸地方や，当初から観光消費額の多い

近畿地方でもインフラを新規に整備すると整備しない場

合と比してより高い伸び率となることが示唆された． 

最後に生活圏の中心地地価の結果を述べる(図 15,16参

照)．生活圏中心都市は各生活圏で設定した中心都市で

の公示地価をもとに推定を行った．結果，すべての生活

圏でインフラを追加整備することで，現状ペース時より

伸び率が高くなることが推定された．とりわけ，高速鉄

道整備沿線等でその伸び率が大きい傾向となった． 

 

 

 

 

 

 

図-11 西日本内の労働人口推定結果   
   

労働人口伸び率の差（インフラ強化時-現状整備時） 

 
図-12 生活圏ごとのインフラ整備効果 

(労働人口伸び率の差：2022年時点) 

 
図-13 西日本内の観光消費額推定結果(億円) 

 
  観光消費額伸び率の差（インフラ強化時-現状整備時） 

 
図-14 生活圏ごとのインフラ整備効果 

(観光消費額伸び率の差：2022年時点) 
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6. 本研究のまとめ 

 

本研究では，西日本エリアを中心に広域的に高速交

通インフラの整備を行うことにより，生活圏単位で帰

着する効果をマクロ経済モデル及び地域帰着効果推計

モデルをパッケージ化したモデルにより，その効果の

推計を行った．既存の経済マクロモデルを拡張し，道

路および鉄道インフラ等の経済効果を明らかにした上

で，各指標に帰着する効果を明らかにした． 

本研究で使用したモデルは，既往に構築されたマク

ロ経済モデル，及び地域に帰着する効果を推計する重

回帰モデルのパッケージによるものであるが，各モデ

ルは基本的には既往研究で分析，構築されているもの

であり，モデル全体の構造も一定の妥当性を有するも

のと考えられる． 

これらのモデルをインフラ投資を行った結果につい

ても，強靱化投資やアクセシビリティの向上が GRP や

労働人口の増加を地域全体でもたらし，また，投資に

より道路及び鉄道のアクセシビリティが向上した地域

では，地域経済が増加するなど，合理的に解釈可能な

結果となった．しかしながら，各種指標の地域配分モ

デル等のさらなる精緻化等，今後さらに検討を重ねて

いく必要がある． 

本研究で構築したモデルを用いて推定した結果より，

高速道路や新幹線といった交通インフラ等の社会資本

整備を集中的に行うことにより，種々の指標において

大きな効果がもたらされることが推定された．現状の

整備ペースの場合と比べ，とりわけ GDP は，インフラ

投資総額の約 56 兆円を大幅に上回る額の増加が，整備

完了後の 10 年以内に得られる結果となった．また，地

方税収入においては，整備完了後 20年ほど(2041年ごろ)

で交通インフラの投資額を上回ること予測された．現

在，費用対効果で推定される期間はインフラ供用後 50

年間であることを考慮すれば，この結果は，当該プロ

ジェクト評価期間において，インフラ投資による GDP

増分の累計のみならず，単純な財政分析の観点から，

支出より収入の方が大きくなることを示している． 

近年，公共投資においては，人口規模の小さい地域

への投資に対して否定的な見方が支配的であるが，上

記の結果が示唆する点として，広域的な高速交通イン

フラの整備がもたらすマクロ的な効果として，西日本

地域全体でも投資額を上回る GDP の増加をもたらし，

そして税収の増加をもたらすことから，投資に見合っ

た以上の効果をもたらしうることを示唆すると言えよ

う．即ち，長期的な視点で見れば，投資を主体的に行

うであろう行政側からみると投資をすることでかえっ

て収入増になりうることが示唆された． 

 また，インフラの整備を行った地域は労働人口が増加

するなどの結果が推計結果から示唆された．地方都市圏

の人口は大都市圏と比べて小さく，結果インフラ整備に

よる労働人口の増加数等も大都市域に比較し小さくなっ

ている．しかしながら，広域的に高速交通インフラが整

備されることにより，大都市域からより多くの地域に都

市機能を部分的に分散させる可能性があることを示唆す

る結果と言える．また，首都機能のバックアップの担い

手として考えられる大阪を中心とした近畿圏でも現状ペ

ースと比較しより高い伸び率となることが推定された．

つまり，インフラ整備を行うことで国全体の経済力

(GDP)が高まるとともに，地方都市への労働力，人口，

富の移譲，首都圏への一極集中の緩和が進み，均衡ある

国土の発展を促すことができることが示唆される．交通

インフラの整備に合わせて災害対策として建物の耐震化，

堤防対策等にも投資を進めることができれば，インフラ

投資は将来起こるであろう巨大災害への被害を抑えると

ともに，災害発生後は他の地域での補完体制強化による

迅速な復旧，復興が進められうることにもつながると考

えられる． 

 

 
図-15  西日本内の中心地価平均伸び率推定結果(％) 

 

   中心地地価伸び率の差（インフラ強化時-現状整備時） 

 
図-16   生活圏ごとのインフラ整備効果 

(中心地地価伸び率の差：2022年時点) 
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 以上より，インフラ整備にはこれまで考慮されていた

便益に限らず多様な効果が生じることが本分析から改め

て示されることとなった．この結果は，こうした結果も

踏まえつつ，各種の政策上の判断を行っていかなければ，

我が国全体にとって不利益となることが起こりうること

が示唆するものと考えられる次第である． 
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STUDY OF PREDICTION OF THE TOTAL EFFECT BY BUILDING RESILIENT 

INFRASTRUCTURE IN WEST JAPAN 

 

Yoshiki NEZU, Yusuke KANDA, Atsushi KOIKE, Yasurou SHIROMIZU 

 and Satoshi FUJII 
 

  In recent year, many disasters, for example earthquakes, typhoons, heavy rains and so on, happen in Ja-

pan. Especially, in 2011 Tohoku earth quake caused serious damages by tremor and tunami in very large areas. 

Some people predict that in days to come, some enormous earthquakes happen and cause terrible damages in 

Tokyo, Japanese capital, and other cities which very many people live. For decreasing damages by such disas-

ters, we have to disperse living and business place from mega cities like Tokyo to other rural areas. It is said 

that people tend to live in areas that infrastructures constructed. So in this research I predicted the effect of 

constructing infrastructure like highway and Shinkansen train. And this research suggests that constructing 

and using infrastructure cause various effects like increasing GDP, tax income tourist. 
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